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参考資料一覧

○ フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律【三段対照表】

○ フロン排出抑制法Q＆A集（令和２年３月 第６版）

○ 改正フロン排出抑制法パンフレット

○ チラシ（リーフレット）

機器管理者の皆様へ

建設・解体業者の皆様へ

廃棄物・リサイクル業者の皆様へ ※英語版・中国語版あり

○ 第一種特定製品の管理者に関する運用の手引き

○ 充塡回収業者・引渡受託者・解体工事元請業者・引取等実施者に関する運用の
手引き

○ ホームページ

フロン排出抑制法 http://www.env.go.jp/earth/earth/24.html

フロン排出抑制法ポータルサイト http://www.env.go.jp/earth/furon/

○ 動画

YouTube環境省チャンネルにて、以下の動画を公開しています。

①フロンを取り巻く動向・改正フロン排出法の概要（令和３年４月）

②機器ユーザ向け（令和３年４月）

③建物解体業者及び廃棄物・リサイクル業者向け（令和３年４月）

追加

http://www.env.go.jp/earth/earth/24.html
http://www.env.go.jp/earth/furon/


１．フロンを取り巻く動向
２．日本におけるフロン対策
３．改正法を踏まえた管理者の責務
４．改正のポイント



管理者の責務

○ 機器の管理者は、点検・記録、整備・修理、漏えい量の算定・報告、フロン類の充塡・
回収の委託、廃棄時のフロン類の引渡し等をすることが必要。

改正点



＜管理者とは＞

○原則として、当該製品の所有者が管理者となる。

○ただし、例外として、契約書等の書面において、保守・修繕の責務を所有者以外が負うこととさ
れているリース契約等の場合は、その者が管理者となる。

※保守点検、メンテナンス等の管理業務を委託するとされている場合は、当該委託を行うことが保守・修繕
の責務の遂行であるため、委託先のメンテナンス業者でなく、委託元である所有者等が管理者に当たる。

※所有者と使用者のどちらが管理者に当たるか不明確な場合は、まず、現在の契約を所有者と使用者の
間で相互に確認し、管理者がどちらに該当するのかを明確にすることが必要。

リース会社 使用者 管理会社

（所有者）

「保守修繕の責務は使用者に
ある」とする契約等 管理の委託

管理者 委託を行うことは、保守・修繕の責
務の遂行

当該製品の所有者が管理者でない場合（例）

（参考）制度の対象＝ 「管理者」とは

○業務用の空調機器及び冷凍冷蔵機器の所有者等は、第一種特定製品の管理者や
廃棄等実施者として、フロン排出抑制法の対象となる。

○HFOやCO2など、フロン類以外を冷媒として使用している機器については、フロン排出
抑制法の対象外。



業務用冷凍空調機器（第一種特定製品）

業務用空調機器 冷凍冷蔵ショーケース
等

定置型冷凍
冷蔵ユニット

ターボ式冷凍機

第二種特定製品 家庭用製品

※以下の製品は第一種特定製品には含まれない。

カーエアコン
（輸送用冷凍冷蔵
ユニットを除く）

家庭用冷蔵庫

家庭用ルームエアコン

自然冷媒（CO2、アンモニア、
空気、水等）の冷凍・冷蔵機器

冷媒がフロン類でない製品

（参考）制度の対象＝ 「第一種特定製品」とは

○「第一種特定製品」とは、業務用の空調機器（エアコンディショナー）及び冷凍冷蔵
機器であって、冷媒としてフロン類が使われているものを指す。（第二種特定製品を
除く。）フロン類を回収した後も第一種特定製品として取り扱う必要がある。

○「業務用」とは、製造メーカーが業務用として製造・輸入している機器指す。
事業活動で使用していても、製造メーカーが家庭用として販売している場合があるため、
事前に製造メーカーにお問い合わせいただきたい。 機器に貼ってある

ステッカーで確認



【追加】第一種特定製品について （補足）

Q.エアーコンディショナーと冷凍冷蔵機器の考え方は？

分類 考え方

エアコンディショナー

対象とする「空間」の空気の温度、湿度、流量、清浄度
等を調整するための機器
（労働環境の維持や居住空間の快適性のための「保健

空調（対人空調）」と、物品の品質管理・保持や動植物
の生育環境の維持等を目的として当該物品・動植物が存
在する空間の空気を調整する「産業空調」が含まれる。）

冷凍冷蔵機器

物品の冷却、凍結、乾燥等の品質管理・保持等を目的
として、対象となる「物品」の温度・湿度等を調整するため
の機器

管理者手引き P9
業者手引き P5・６



機器を使用しているときの管理者の責務
○ 管理者の機器管理に係る「判断の基準」において、以下の遵守が求められている。

平常時の対応 漏えい発見時の対応

②機器の点検
・管理者は、保有する機器の点検
をする必要がある。

③漏えい防止措置、
修理しないままの
充塡の原則禁止

・フロン類の充塡・回収は、都道府
県に登録された第一種フロン類
充塡回収業者のみが行うことが
できる。

・冷媒漏えいが確認された場合、
修理なしでのフロン類の充塡は、
原則禁止。可能な限り速やかに
漏えい箇所の特定・必要な措置
を実施する必要がある。

④点検等の記録の保存等
・点検の記録は､機器を廃棄するためのフロン類の引渡しが完了した日から3年間保存すること。
・機器整備の際に、整備業者等の求めに応じて当該記録を開示すること。

①適切な場所
への設置等

・機器の損傷等を防止
するため、適切な場所
への設置・設置する環
境の維持保全。

点検の
種類

機器の種類 点検頻度

簡易
点検

すべての機器
3か月に
1回以上

定期
点検

冷凍冷
蔵機器

定格出力
7.5kW以上 1年に1回

以上

空調
機器

定格出力
50kW以上
定格出力
7.5kW以上
50kW未満

3年に1回
以上

→P10

改正点

この他、管理する機器から一定以上のフロン類が漏えいした場合、漏えい量を国へ報告すること。 →P11

（参考）点検整備記録簿参考様式

http://www.env.go.jp/earth/ozone/cfc/law/kaisei_h27/youshiki.html



点検項目

注：上図は室内機と室外機に分かれた機器を例として掲載したものであり、機器の構造によって点検箇所が異なる。

簡易点検

○ 全ての第一種特定製品（業務用の冷凍空調機器）について、３か月に一回以上
の簡易点検を義務づけている。（実施者の具体的な限定なし。）

○ ただし、フロン類を回収済みの機器については、簡易点検を行う必要はない。

熱交換器及び目視検査で確認可
能な配管部分等の異音・異常振動、
製品外観の損傷、腐食、錆び、
油にじみなど

室外機

庫内の温度

熱交換器の霜付き
の有無

室外機の油にじみ 室外機の腐食

損傷・異音・異常振動の有無の確認

点検の種類 対象となる機器の種類 点検頻度 実施者

簡易点検 すべての機器 3か月に1回以上 具体的な限定なし

定期点検

冷凍冷蔵機器 定格出力7.5kW以上
1年に1回以上 十分な知見を有する者が

自ら行うか、立ち会うことが必要空調機器
定格出力50kW以上

定格出力7.5kW以上50kW未満 3年に1回以上

点検対象



【追加】簡易点検について

◼ 記録・保存

・簡易点検について記録しなければならない内容は、基礎情報（設置場所等）以外では、「実施

日」及び「実施の有無」のみ。

◼ 手引き

法令に基づいた義務を遵守し、さらに、より確実な冷媒管理を実施するため、環境省・経済産業
省において、以下のとおり手引き等を作成している。

・簡易点検の手引き（冷凍冷蔵ショーケース・業務用冷凍冷蔵庫編）

・簡易点検の手引き（業務用エアコン編）

・冷凍空調機器のユーザーによる簡易点検の方法（映像）

http://www.jarac.or.jp/seminar/dl/kanitanken.wmv

管理者手引き
Ｐ25～

http://www.jarac.or.jp/seminar/dl/kanitanken.wmv


直接法 間接法

発泡液法
漏えい検知機を
用いた方式

蛍光剤法

ピンポイントの漏えい検知に適
している。漏えい可能性のある
箇所に発泡液を塗布し、吹き
出すフロンを検知。

配管内に蛍光剤を注入し、漏えい箇所
から漏れ出た蛍光剤を紫外線等のラン
プを用いて漏えい箇所を特定。
※蛍光剤の成分によっては機器に不具合を生ずるお

それがあることから、機器メーカーの了承を得た上で
実施することが必要

電子式の検知機を用いて、配管
等から漏れるフロンを検知する方法。
検知機の精度によるが、他の２方
法に比べて微量の漏えいでも検知
が可能。

出典：フルオロカーボン
漏えい点検・修理ガイド
ライン（日本冷凍空調
設備工業連合会）

下記チェックシートなどを用いて、稼働中の機器の運転値が日常値と
ずれていないか確認し、漏れの有無を診断。

定期点検

○ 第一種特定製品のうち、圧縮機に用いられる電動機の定格出力が7.5kW以上の
機器について、１年に１回以上（50kW未満の空調機器は３年に１回以上）の
定期点検を義務づけている（十分な知見を有する者が実施。）。

点検の種類 対象となる機器の種類 点検頻度 実施者

簡易点検 すべての機器 3か月に1回以上 具体的な限定なし

定期点検

冷凍冷蔵機器 定格出力7.5kW以上
1年に1回以上 十分な知見を有する者が

自ら行うか、立ち会うことが必要空調機器
定格出力50kW以上

定格出力7.5kW以上50kW未満 3年に1回以上

点検対象



【追加】定期点検について

◼ 内容

・管理する第一種特定製品からの異常音の有無についての検査

・管理する第一種特定製品の外観の損傷、摩耗、腐食及びさびその他の劣化、油漏れ並びに熱

交換器への霜の付着の有無についての目視による検査

・直接法、間接法又はこれらを組み合わせた方法による検査

◼ 記録・保存

・紙形式、電子形式のいずれであっても可能であり、管理者判断基準に定められた記録すべき事

項が含まれていれば様式は自由である。

※ 記録すべき事項は手引き参照のこと。

・記録様式の例として、一般社団法人日本冷凍空調設備工業連合会が作成・公表しているもの

等が参考として挙げられる。

一般社団法人日本冷凍空調設備工業連合会ＨＰ

http://www.jarac.or.jp/kirokubo/index.html

管理者手引き
Ｐ29～

http://www.jarac.or.jp/kirokubo/index.html


（参考）整備時のフロン類の流れ



○業務用冷凍空調機器の管理者によるフロン類の漏えい量の把握を通じた自主的な管理の適正
化を促すため、一定以上（年間1000t-CO2以上）の漏えいが生じた場合、管理する機器
からのフロン類の漏えい量を国に対して報告する必要がある（翌年度の７月末日締切）。

○国に報告された情報は、整理した上で公表する。

フロン類算定漏えい量報告・公表制度

充
塡
回
収
業
者

充
塡
・
回
収

証
明
書
の
交
付

管
理
者

事業者と
して全国
で1,000 
t-CO2以
上の漏え
いがある
場合

1,000 
t-CO2未
満の場合

全事業者が充塡量（漏えい量）の把握、
報告の必要性判断等の対応が必要

報
告

情報処理センター

※当該センターを活用したデータ集計が可能

報告項目

・事業者の名称・
所在地

・フロン類算定漏
えい量（CO2換
算、全国集計
及び都道府県
別集計）

等

事
業
所
管
大
臣

漏えい量報告対象

漏えい量報告対象外

都
道
府
県
知
事

都
道
府
県
別
の

集
計
結
果
を
通
知

環
境
・
経
済
産
業
大
臣

通
知

全
事
業
所
分
の

漏
え
い
量
を
算
定

複数の業種に該当する場合、
該当する全ての事業所管大臣
に同一内容を報告

公表



漏えい量の算定方法
○第一種特定製品から漏えいしたフロン類の量は直接には把握ができないことから、算定漏えい量
は充塡証明書及び回収証明書から算出することになる。

○機器設置時の充塡量及び機器廃棄時の回収量は、算定の対象外。
○充塡・回収証明書などの入力から報告対象となった場合の報告書作成までを支援するツールとし

て、報告書作成支援ツールを利用可能。詳細は下記URLを参照のこと。
http://www.env.go.jp/earth/furon/operator/isshu_santei-2.html

算定漏えい量（t-CO2）＝ Σ（フロン類の種類ごとの（（充塡量（kg）－整備時回収量（kg））×GWP））／1,000

【充塡証明書】

・充塡したフロン類の種類
（R404A等）

・充塡量（kg） 等

【回収証明書】

・整備時回収したフロン類の種類
（R404A等）
・整備時回収量（kg） 等

－

【算定漏えい量報告】

・算定漏えい量（t-CO2）
等

＝ ×GWP／1,000

＝
漏えい量



（参考）充塡・回収証明書、情報処理センター

○第一種フロン類充塡回収業者は、充塡／回収する機器の管理者に対して「充塡・回収証明書」
を交付する。管理者は、「充塡・回収証明書」の情報から、「点検整備記録簿」に充塡量・
回収量を記録する。また、「充塡・回収証明書」を基に、機器からの漏えい量を算定する。

○情報処理センターを介することにより、紙の証明書が交付不要になる。また、電子的な登録・通知
により、管理者は、充塡量・回収量等を電子的に管理・集計可能であり、点検整備簿への記録・
保存や、算定漏えい量報告のための集計が容易に行うことができる。

情報処理センター

第
一
種
特
定
製
品
の

管
理
者

第
一
種
特
定
製
品

の
整
備
者

整備の
発注

充塡・回収
の委託

充塡量・回収量等
の通知

充塡量・回収量等
の登録

•

管理者情報
を通知

第
一
種
フ
ロ
ン
類

充
塡
回
収
業
者

フロン類漏えい量
の算定・報告

充塡量・回収量
等の記録・保存

充塡・回収証明書を交付

→P25~30参照



機器を廃棄するときの管理者の責務

第一種特定製品を廃棄する際、
その機器に充塡されていたフロン類の回収・処理は、
費用負担も含め、管理者が行う必要がある。

改正点

① フロン類の回収を第一種フロン類充塡回収業者に依頼すること。
※機器を捨てる際にフロン類を回収しないと、罰則の対象となる。
※充塡回収業者への直接依頼ではなく、設備業者、解体業者等の

引渡受託者を介して依頼する場合、 「委託確認書」を渡すこと。

② 充塡回収業者から、フロン類を回収したことを示す、
「引取証明書（原本）」を受け取り、3年間保存すること。
※保存していなかった場合、罰則の対象となる。

③ 廃棄物・リサイクル業者に機器を引き渡す際には、
引取証明書の写しを作成し、機器と一緒に渡すこと。
※機器を金属資源等として有償・無償で引き渡す場合も含む。
※引取証明書の写しを機器と一緒に渡していない場合、罰則の対象
となる。

❶フロン類の回収と機器の処分を、別の事業者に依頼する場合



❷フロン類の回収と機器の処分を同じ事業者に依頼する場合

廃棄物・リサイクル業者が充塡回収業の登録を受けている場合、
フロン類の回収とあわせて機器の引取りも依頼することが可能。

① フロン類の回収と機器の処分を、
充塡回収業登録をもつ廃棄物・リサイクル業者に依頼すること。
※金属資源等として有償・無償で引き渡す場合も含む。
※機器を捨てる際にフロン類を回収しないと、罰則の対象となる。

② 充塡回収業者から、フロン類を回収したことを示す、
「引取証明書（原本）」を受け取り、3年間保存すること。
※保存していなかった場合、罰則の対象となる。

改正点

＜フロン類の回収と機器の処分を同じ事業者に依頼する場合＞



❸建物の解体と合わせて機器を廃棄する場合

建物を解体する際には、解体元請業者から、解体する建物における
フロン排出抑制法対象機器有無について事前説明がある。

＜建物の解体と合わせて機器を廃棄する場合＞

○ 解体元請業者から、解体する建物における機器の有無について
事前説明がされる。その事前説明書面を3年間保存すること。

○ 機器の処分とフロン類の回収を解体元請業者経由で依頼する場合、
解体元請業者に「委託確認書」を渡す必要がある。
※「委託確認書」を渡していない場合、罰則の対象となる。

○ 機器の処分は解体元請業者に依頼するが、
フロン類の回収を解体元請業者経由としない場合でも、
解体元請業者に「引取証明書の写し」を渡す必要がある。
※次頁に示す確認証明書等でも可。

改正点



改正フロン排出抑制法に係る警視庁と東京都の連携事案について

出典：第11回 産業構造審議会製造産業分科会化学物質政策小委員会フロン類等対策ＷＧ・中央環境審議会フロン類等対策小委員会合同会議
委員提出資料１（令和３年11月）

◼ 八王子市解体工事現場において、エアコンに冷媒として充填されているフロンを大気中に放出させ
たなどとして、警視庁生活環境課は建物解体業者の代表取締役と社員、自動車販売会社の社
員の計3人と、法人としての両社をフロン排出抑制法違反の疑いで令和3年11月9日に東京地
方検察庁立川支部へ書類送致

◼ 改正フロン排出抑制法施行後の事件化は全国初

違反内容

（１）自動車販売会社
フロン回収を委託する際に法令で定められた委託確認書を交付しなかった疑い
法第43条第2項違反（委託確認書不交付）
罰則：第105条第2号の規定により30万円以下の罰金

（２）建物解体業者
エアコンに充填されているフロンガスを回収しないまま重機で取り外し、フロンガスを大気中に

放出させた疑い
法第86条違反（みだり放出）
罰則：第103条第13号の規定により1年以下の懲役又は50万円以下の罰金

事案概要
再掲



❸建物の解体と合わせて機器を廃棄する場合

建物を解体する際には、解体元請業者から、解体する建物における
フロン排出抑制法対象機器有無について事前説明がある。

＜建物の解体と合わせて機器を廃棄する場合＞

○ 解体元請業者から、解体する建物における機器の有無について
事前説明がされる。その事前説明書面を3年間保存すること。

○ 機器の処分とフロン類の回収を解体元請業者経由で依頼する場合、
解体元請業者に「委託確認書」を渡す必要がある。
※「委託確認書」を渡していない場合、罰則の対象となる。

○ 機器の処分は解体元請業者に依頼するが、
フロン類の回収を解体元請業者経由としない場合でも、
解体元請業者に「引取証明書の写し」を渡す必要がある。
※次頁に示す確認証明書等でも可。

改正点



① 充塡回収業者に依頼して 「フロン類が充塡されていない」
ことを確認すること。

② 充塡回収業者から、フロン類が充塡されていなかったことを示す、
「確認証明書（原本）」を受け取り、3年間保存すること。

③ 廃棄物・リサイクル業者に機器を引き渡す際には、
「確認証明書の写し」を作成し、機器と一緒に渡すこと。
※機器を金属資源等として有償・無償で引き渡す場合も含む。

改正点

❹廃棄しようとする機器にフロン類が充塡されていない場合等

機器にフロン類が充塡されていない場合、「フロン類が充塡されていな
い」ことを充塡回収業者が確認し、確認証明書の写しを機器と共に渡
すことで、廃棄を行うことも可能。

＜廃棄しようとする機器にフロン類が充塡されていないことが確実である等、前述の❶～❸の方法
に拠ることが適切でない場合＞

※安易に充塡されていないと判断して確認の依頼をするのではなく、回収を依頼するこ
と（回収作業の結果、回収量が０の場合でも引取証明書が交付される）。

この他、引取証明書の写しの交付ができないやむを得ない事情があり、都道府県知事が
認める場合には廃棄することができる。



（参考）廃棄時等のフロン類の流れ



【追加】管理者が準備段階、使用時・整備発注時に作成又は保存すべき書面等

書面等 保存期間等

準備段
階、使
用時・整
備発注
時

作成
（法定外）

第一種特定製品の
リスト

―

作成・保存 点検記録簿

第一種特定製品の廃棄等に係
るフロン類の引渡しを行った日から
３年間保存（機器譲渡時には
引き継ぎ）

作成
(対象事業者
のみ）

フロン類算定漏えい
量報告

事業所管大臣へ報告

受取
充塡証明書
回収証明書

保存義務はないが、点検記録簿
への転記や漏えい量の算定に必
要

受取
(回収時のみ)

再生証明書
破壊証明書

保存義務はないが、処理状況の
確認が望ましい

管理者手引き
Ｐ４



【追加】廃棄等実施者が廃棄時に作成又は保存すべき書面等

書面等 保存期間等

廃棄時

交付・受取・
保存

行程管理票（回収依頼
書､委託確認書、再委託承
諾書、引取証明書）

３年間保存

受取 再生証明書・破壊証明書
保存義務はないが、処理
状況の確認が望ましい

交付 引取証明書の写し
―

管理者手引き
Ｐ４



【追加】第一種特定製品廃棄等実施者による書面の交付等（行程管理制度）

分類 記載すべき事項

回収依頼書

✓ 第一種特定製品廃棄等実施者の氏名又は名称及び住所
✓ 引渡しに係るフロン類が充塡されている第一種特定製品の種

類及び数
✓ 引渡しを受ける第一種フロン類充塡回収業者の氏名又は名

称及び住所
✓ 回収依頼書の交付年月日
✓ 引渡しに係るフロン類が充塡されている第一種特定製品の所

在
✓ 引渡しを受ける第一種フロン類充塡回収業者の登録番号

委託確認書
✓ 委託確認書の交付年月日
✓ 引渡しに係るフロン類が充塡されている第一種特定製品の所

在

◼行程管理票

→ 回収依頼書､委託確認書、再委託承諾書、引取証明書

管理者手引き P60～
業者手引き P32～



分類 記載すべき事項

再委託承諾書

✓ 第一種特定製品廃棄等実施者の氏名又は名称及び住所
✓ 引渡しを委託したフロン類が充塡されている第一種特定製品の

種類及び数
✓ 引渡しを委託したフロン類が充塡されている第一種特定製品の

所在
✓ フロン類の引渡しを他の者に再委託しようとする第一種フロン類

引渡受託者の氏名又は名称及び住所
✓ 承諾の年月日
✓ 第一種フロン類引渡受託者からフロン類の引渡しの再委託を

受けた者（第35条第１号及び第36条第１号において「第一
種フロン類引渡再受託者」という。）の氏名又は名称及び住
所

◼行程管理票

→ 回収依頼書､委託確認書、再委託承諾書、引取証明書

管理者手引き P60～
業者手引き P32～

【追加】第一種特定製品廃棄等実施者による書面の交付等（行程管理制度）



分類 記載すべき事項

引取証明書

✓ 第一種特定製品廃棄等実施者の氏名又は名称及び住所
✓ 引き取ったフロン類が充塡されていた第一種特定製品の種類

及び数
✓ フロン類の引取り前の第一種特定製品の所在
✓ フロン類を引き取った第一種フロン類充塡回収業者の氏名又

は名称、住所及び登録番号
✓ 引取証明書の交付年月日
✓ フロン類の引取りを終了した年月日
✓ 引き取ったフロン類の種類ごとの量

◼行程管理票

→ 回収依頼書､委託確認書、再委託承諾書、引取証明書

管理者手引き P60～
業者手引き P32～

【追加】第一種特定製品廃棄等実施者による書面の交付等（行程管理制度）



【追加】行程管理票の例（（一財）日本冷媒・環境保全機構）

管理者手引き P106～
業者手引き P142～



【追加】情報処理センター（RaMS）でできること

◼ 情報処理センターを利用することにより、本来紙での交付が必要な充塡証明書・回収証明書の、
電子的なやりとり（登録・通知）が可能となります。これにより、充塡証明書・回収証明書の交付
先である管理者は、データの電子的な管理・集計が可能となります。

【機密性２】 
※機密性は以下を参考に、適切に変更・表示し、以下の記述を削除してください。 

   秘密文書相当、機微な個人情報を含む場合は【機密性３】 

   公開を前提としない場合は【機密性２】（公開前の案の段階なども含む） 

   公開可能な場合は【機密性１】 

※取扱制限等(例１：関係者限り、例２：公表までの間)については必要に応じて追加してください。 

 

管理者手引き
Ｐ91



【追加】制度の対象＝ 「第一種特定製品引取等実施者」とは

○フロン排出抑制法の対象となる第一種特定製品引取等実施者とは、
廃棄等された第一種特定製品の引取り等を行おうとする者を指す。
※ 「引取り等」には、金属資源等としての無償・有償での引取りを含むが、中古品としての引取
りは含まない。

○第一種特定製品について、商習慣上の下取りを行う場合も、第一
種特定製品引取等実施者となる。
※ 「商習慣上の下取り」とは、新しい製品を販売する際に商慣習として同種の製品で使用済
みのものを無償で引取り、収集運搬する下取り行為を指す。

業者
講習会資料

フロン類の回収等を確認するための書類の交付時期

○ 第 一 種 特 定製 品 引 取 等実 施 者 は 、引取証明書の写しの交付等を受けてから
でないと機器を引取ることができない。

○ このため、第一種特定製品を廃棄しようとするもの（廃棄等実施者）は、廃棄物・リサイクル
業者に機器を引き渡す際には、引取証明書の写し等を交付する必要がある。

○ 交 付 の 手 段 は 、 自 ら 直 接 書 面 を 交 付 す る こ と 、 他 人 を 通 じ て 交 付 す る こ と 、
ファ ク シミ リ 又は 電 子 メ ー ル 等 に よ り交 付 す るこ と等 いず れ の方 式 でも 可 能 だ が 、
最終的に機器が廃棄物・リサイクル業者のもとに届いた際に、上記書類が交付
されている必要がある。



１．フロンを取り巻く動向
２．日本におけるフロン対策
３．改正法を踏まえた管理者の責務
４．改正のポイント



2019年フロン排出抑制法改正等の概要

○ 機器廃棄時のフロン回収率向上のため、関係者が相互に確認・連携し、ユーザーに
よる機器の廃棄時のフロン類の回収が確実に行われる仕組みへ。

（令和２年４月１日施行）

⚫継続的な普及・啓発活動の推進のため、都道府県における関係者による協議会規定の導入 等

その他

第一種
特定製品

フロン

（金属ｽｸﾗｯﾌﾟに）

充塡回収
業者

解体業者等
（解体工事元請業者）

ユーザー
（廃棄等実施者）

廃棄物
・ﾘｻｲｸﾙ業者等
（引取等実施者）

【機器廃棄の際の取組】
➢ 都道府県の指導監督の実効性向上

- ユーザーがフロン回収を行わない違反に対する直接罰の導入
（現行：間接罰（指導→勧告→命令→罰則の４段階）⇒直接罰（１段階）へ）

➢ 廃棄物・ﾘｻｲｸﾙ業者等へのフロン回収済み証明の交付を義務付け
（充塡回収業者である廃棄物・ﾘｻｲｸﾙ業者等にフロン回収を依頼する場合などは除く。）

【建物解体時の機器廃棄の際の取組】
➢ 都道府県による指導監督の実効性向上

- 建設リサイクル法解体届等の必要な資料要求規定を位置付け
- 解体現場等への立入検査等の対象範囲拡大
- 解体業者等による機器の有無の確認記録の保存を義務付け 等

【機器が引き取られる際の取組】
➢ 廃棄物・ﾘｻｲｸﾙ業者等が機器の引取り時にフロン回収済み証明を確認し、

確認できない機器の引取りを禁止
（廃棄物・ﾘｻｲｸﾙ業者等が充塡回収業者としてフロン回収を行う場合などは除く。）



本日のおさらい①

2020年4月以降の法制度として正しいか。

長年使っていなかった業務用冷蔵庫を
廃棄することにした。
フロン類はもう残っていないと思われたので、
廃棄物処理業者にはそのことを口頭で伝え、
そのまま機器だけを引き取ってもらった。

フロン類の回収が証明できない機器は、
廃棄物・リサイクル業者に引き取って
もらえない。＝廃棄できない。
都道府県知事の登録を受けた第一種フロン類充塡回収
業者にフロン類の回収を依頼し、その結果（引取証明
書）が必要になる。

Q.

A.



本日のおさらい②

2020年4月以降の法制度として正しいか。

業務用エアコンを廃棄した際に
フロン類を回収しなかったところ、
いきなり罰金が科せられた。

直接罰の導入により、勧告や命令を
経ることなく、即座に罰金が科せられ
るようになった。
※引取証明書が保存されていない場合にも罰金が科せ
られる。

Q.

A.



本日のおさらい③

点検の記録は、機器を した後も

年間保存すること。

廃棄

３
※機器を廃棄するためのフロン類の引渡しが完了した日から
3年間保存することが必要。



本日のおさらい④

解体工事の場合には、

を

年間保存すること。

元請業者から事前説明された書面

３

※解体工事の前に第一種特定製品の設置の有無を確認した結果
を説明する書面を保存することが義務付けられた。



参考：フロン排出抑制法～パンフレット～

◼ フロン類とは何か

◼ フロン類のライフサイクル全体にわた
る包括的な対策が必要

◼ 業務用冷凍空調機器はこんなとこ
ろに設置されている

◼ フロン排出抑制法の全体像

◼ フロン類製造業者、指定製品製造
業者向け対策の充実

◼ 業務用冷凍空調機器の管理者に
よる冷媒管理の徹底

◼ フロン類の充填、回収、再生、破壊

◼ フロン排出抑制法に基づく義務及び
罰則一覧

◼ 関係者の役割



【追加】フロン排出抑制法に基づく義務及び罰則一覧
パンフレット



【追加】フロン排出抑制法に基づく義務及び罰則一覧
パンフレット



【追加】フロン排出抑制法に基づく義務及び罰則一覧
パンフレット



参考：機器管理者向けチラシ



参考資料一覧

○ フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律【三段対照表】

○ フロン排出抑制法Q＆A集（令和２年３月 第６版）

○ 改正フロン排出抑制法パンフレット

○ チラシ（リーフレット）

機器管理者の皆様へ

建設・解体業者の皆様へ

廃棄物・リサイクル業者の皆様へ ※英語版・中国語版あり

○ 第一種特定製品の管理者に関する運用の手引き

○ 充塡回収業者・引渡受託者・解体工事元請業者・引取等実施者に関する運用の
手引き

○ ホームページ

フロン排出抑制法 http://www.env.go.jp/earth/earth/24.html

フロン排出抑制法ポータルサイト http://www.env.go.jp/earth/furon/

○ 動画

YouTube環境省チャンネルにて、以下の動画を公開しています。

①フロンを取り巻く動向・改正フロン排出法の概要（令和３年４月）

②機器ユーザ向け（令和３年４月）

③建物解体業者及び廃棄物・リサイクル業者向け（令和３年４月）

http://www.env.go.jp/earth/earth/24.html
http://www.env.go.jp/earth/furon/


フロン排出抑制法に関する問い合わせへの対応について

◼第一種特定製品の管理・廃棄等、充塡回収業に関して

⇒都道府県のフロン排出抑制法担当の窓口

http://www.env.go.jp/earth/furon/contact/index.html

◼フロン類算定漏えい量報告・公表制度に関して

窓口業務を外部に委託しております。問い合わせ先はポータルサイトをご参照ください。

【令和３年度】 フロン類算定漏えい量報告・公表制度ヘルプデスク

エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ（株）

TEL: 03-6858-3134（平日9:30～17:30）

◼ フロン類使用見通し、指定製品制度、再生業・破壊業その他法制度全体に関して

【一般の方】 専用窓口 0570-055-520（平日9:30～18:15）

※ 専用窓口を介して回答いたしますので、お時間がかかる場合があります。

※ フロン類使用見通しや指定製品制度に関しては経済産業省まで。


